
登録申請書（頭紙）

登録申請者の住所または主たる事務所の所在地と、商号・名称又は氏名を記載し
てください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別紙）１枚目
※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別紙）２枚目

住宅の事業主（賃貸人）の情報を記載してください。

事業主が未成年の個人である場合のみ記載してください。

◆【登録拒否要件に該当しないことへの誓約】
登録申請者及び法定代理人が登録拒否要件に該当しない者であることを誓約する
必要があります。
（このチェックによって、別途必要であった誓約書面の提出が不要となります）

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別紙）３枚目

住戸の専用面積について、最小タイプと最大タイプの面積を記載してください。
※壁心の面積で可です。バルコニーは含みません。パイプスペースの取扱い等に
ついては、登録窓口で確認してください。

建物が建設中である等、入居開始前の場合のみ記載してください。

この住宅の運営業務を担当する支店や事務所の情報を記載してください。
※前記２「事業を行う者」と同じの場合は、同じ情報を記載してください。

いずれにも該当しない者を入居させる場合は、登録ができません。

共同で利用する浴室・台所・食堂・居間・収納設備等の有無を選択してください。

登録基準に適合していない場合は、登録ができませんのでご留意ください。
※地方公共団体が独自基準を定めている場合があるので、登録窓口で確認してく
ださい。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別紙）４枚目

月当たりの概算額を記載してください。
※回数や時間による料金設定の場合は、30日間利用した場合の想定金額を記載
してください。

告示で定められた保全措置のいずれかを選択してください。

サービスを、住宅の事業者自ら提供するのか、サービス事業者に委託するのかを
選択してください。

家賃及びサービス費の前払金の合計額を記載してください。

「サービス付き高齢者向け住宅における家賃等の前払金の算定の基礎及び返還債
務の金額の算定方法の明示について」を参照してください。

「特定施設入居者生活介護事業所」の指定の有無等について記載してください。
※指定を受けている場合は「□ 指定を受けている」を選択してください。登録
申請時点で指定を受けていない場合は（指定を受ける予定であっても）
「□ 指定を受けていない」を選択してください。

（介護事業所番号の記載欄はなくなりました）

「地域密着型特定施設入居者生活介護事業所」の指定の有無等について記載して
ください。（介護事業所番号の記載欄はなくなりました）

「介護予防特定施設入居者生活介護事業所」の指定の有無等について記載してく
ださい。（介護事業所番号の記載欄はなくなりました）

◆【入居契約及び前払金に関する登録基準に適合することへの誓約】
サービス付き高齢者向け住宅事業が、入居契約及び前払金に関する登録基準に適
合することを誓約する必要があります。
（このチェックによって、別途必要であった誓約書面の提出が不要となります）

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別紙）５枚目

管理業務を委託するか否かにかかわらず、記載してください。

「基本方針」及び県の「高齢者居住安定確保計画」を確認のうえ、その趣旨に従
う旨の宣言文を記載してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添１）

住宅の事業主（賃貸人）が法人の場合に作成してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添２）

住宅の事業主（賃貸人）の法定代理人が法人の場合に作成してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添３）

住戸タイプごとに各情報を記載してください。

住棟が１棟のみの場合は、「１」を記載してください。

住戸内の設備について、有無を○または×で記載してください。

同タイプ内で家賃に幅がある場合は、平均額等の概算額を記載してください。

具体的な設置場所を記載してください。

複数設置されている場合は、その合計面積を記載してください。

物件毎に何箇所設置されているかを記載してください。

利用を想定している戸数を記載してください。
※特に制限を予定していない場合は、住戸の総戸数を記載してください。

該当する住戸番号を具体的に記載してください。

上記以外の共用の設備がある場合は、具体的に記載してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添４）１枚目
（1）【サービスを提供する法人等の別】
状況把握及び生活相談サービスを提供する事業者の法人種別を選択してください。
複数の項目に該当する場合は複数の項目にチェックしてください。
※「□ 上記以外の法人等」を選択する場合は、単独選択となります。

（２）【サービスを提供する者の人数】
状況把握及び生活相談サービスを提供する全ての者について、該当する資格を選択
し、資格ごとの人員数と合計人員数を記載してください。
※実際に一日に配置する人員数ではなく、全体の人員数を記載してください。
一日に配置する人員数は、後記（５）の【常駐する時間】欄に記載してください。

※「□ 上記以外の職員」のみを選択する場合は、前記（１）の【サービスを提供
する法人等の別】欄において、「□ 上記以外の法人等」以外が選択されている必
要があります。
（合計人員の表示はなくなりました）

（７）【緊急通報サービスの内容】
緊急通報サービスの提供時間を記載してください。
※前記（４）の【常駐する日】欄で「□ 365日対応」を選択した場合は、【提供
時間】欄中の【常駐する日】欄にのみ記載してください。（【上記以外の日】欄で
「□ 24時間」の選択は不要です。）
※前記（４）の【常駐する日】欄で「□ 次の期間を除く」を選択した場合は、
【提供時間】欄中の【常駐する日】欄に記載し、【上記以外の日】欄で「□ 24時
間」をチェックする必要があります。
※サービス提供者が常駐する日においても一日24時間、緊急通報サービスを提供
する場合は、【常駐する日】欄において「0時～24時」と記載してください。

（６）【毎日１回以上の状況把握サービスの提供方法】
状況把握サービスの提供方法について、具体的な方法と一日に行うサービス回数を
記載してください。
※前記（３）の【常駐する場所】欄で「□ 近接する土地」を選択した場合は、「□
入居者から居住部分への訪問を希望する旨の申出があった場合は、当該居住部分へ
の訪問」をチェックする必要があります。

（５）【常駐する時間】
一日に配置するサービス提供者の常駐時間と人員数について、日中と日中以外の時
間に分けて記載してください。
※一日24時間常駐する場合は【日中】欄において「０時～24時」と記載してくだ
さい。

（３）【常駐する場所】
状況把握及び生活相談サービスを提供する者が常駐する場所を選択してください。
※「□ 近接する土地」を選択する場合は、その所在地を記載するとともに、縮尺、
方位並びにサービス付き高齢者向け住宅及びサービスを提供する者が常駐する場所
の位置を表示した付近見取図を、別途提出する必要があります。

（４）【常駐する日】
状況把握及び生活相談サービスを提供する者が常駐する日を選択してください。
※「□ 次の期間を除く」を選択する場合は、常駐を行わない具体的な期間を記載し
てください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添４）２枚目

上記の様式に表現しきれない内容や、補足説明が必要な内容等について、ここに
具体的に記載してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添４）３枚目

上記の様式に表現しきれない内容や、補足説明が必要な内容等について、ここに
具体的に記載してください。

上記の様式に表現しきれない内容や、補足説明が必要な内容等について、ここに
具体的に記載してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分



登録申請書（別添４）４枚目

上記の様式に表現しきれない内容や、補足説明が必要な内容等について、ここに
具体的に記載してください。

上記の様式に表現しきれない内容や、補足説明が必要な内容等について、ここに
具体的に記載してください。

※赤字部分は、平成27年様式から令和元年様式への主な変更部分


